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┃自己紹介
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認定NPO法人カタリバ みんなのルールメイキング事業担当
足立区選挙管理委員

古野 香織 (ふるの かおり)

1995年生まれ。
中央大学法学部在学中に「18歳選挙権」が実現したことがきっかけで、同世
代の若者の投票率向上や政治参加を推進するための活動をスタート。

東京学芸大学大学院教育学研究科では「外部人材と連携した主権者教育」に
ついて研究・実践を行う。

2021年4月より新卒でカタリバに入職し、みんなのルールメイキング事業を
担当。全国450校以上の学校と連携し、生徒主体の校則改定の取組を推進。

2022年度は、NPO職員の傍ら、筑波大学附属駒場中高にて非常勤講師も兼
任。教壇に立って、主権者教育を行う。（高校2年・政治経済）

2023年12月より、足立区選挙管理委員。行政委員として、広域的に主権者教
育・若者の社会・政治参画に携わる。

自己紹介
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若者の政治参加・投票率向上・主権者教育の重要性などについて広く発信
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┃日本の若者の政治参加意識
　＊いくつかの調査結果から
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■日本の若者の政治参加意識　①投票率

衆議院議員総選挙年代別投票率の推移　総務省
https://www.soumu.go.jp/senkyo/senkyo_s/news/sonota/nendaibetu/
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https://www.nhk.or.jp/senkyo/database/shugiin/2024/turnout/

投票率が最も低いのは
20代前半の世代
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■日本の若者の政治参加の現在地　②政治への関心度

『我が国と諸外国の若者の意識に関する調査 （平成30年度）』　令和元年6月 内閣府
（３） 政治に対する関心度　Ｑ23 あなたは、今の自国の政治にどのくらい関心がありますか。
https://www8.cao.go.jp/youth/kenkyu/ishiki/h30/pdf/s2-2.pdf
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■日本の若者の政治参加の現在地　③政治的有効性感覚

『我が国と諸外国の若者の意識に関する調査 （平成30年度）』　令和元年6月 内閣府
（４） 政策決定過程への関与
Ｑ24 次のような意見について、あなたはどのように考えますか。それぞれについて、あてはまるものを１つ選んでください。
https://www8.cao.go.jp/youth/kenkyu/ishiki/h30/pdf/s2-2.pdf
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■日本の若者の政治参加の現在地　④投票以外の政治的行動（デモなど）

室橋祐貴（日本若者協議会代表理事）「成果乏しい日本の主権者教育。抜本的拡充の転機になるか、文科省・主権者教育推進会議の最終報告案が提出」
https://news.yahoo.co.jp/byline/murohashiyuki/20210220-00223599　より図を引用
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┃試行錯誤しながら実践してきた
　３つの働きかけを事例として
　若者の投票率向上のヒントを考える
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わたしが取り組んできた４つの働きかけ

１.学生としての働きかけ（Vote at Chuo!!の活動）

２.NPOとしての働きかけ（ルールメイキング）

３.選挙管理委員としての働きかけ（足立区の取組）
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本日の話題提供における前提

前提として、

わたし自身もまだまだ道半ばであり、

投票率向上に向けた明確な解決策は見いだせていません

皆様の活動のヒントになればという思いで

試行錯誤を繰り返しながら見えてきたものについて、

話題提供をさせていただきます。
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┃１.学生としての働きかけ
（Vote at Chuo!!の活動）
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┃その前に…
　わたし自身が
　政治・選挙に関心を持つようになった経緯
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高校３年生のとき、学校の図書館で「18歳選挙権」の本を手に取る。
→執筆に関わっていた方がたまたま進学先の先生だとわかり、18歳選挙権引き下げの動きに
関わることに。

https://amzn.asia/d/asaIce8
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「18歳選挙権」実現の瞬間には、国会の傍聴席で立ち合いをしました。
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せっかく選挙権年齢が引き下がったものの、友人の間では全く話題になっていない…
→所属大学のなかに期日前投票所を設置する働きかけを、ひとりで開始。
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自己紹介呼びかけの仲間が少しずつ増え、「Vote at Chuo!!」というサークルを設立
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自己紹介
期日前投票所設置に向けて動いた結果
→大学生1000名にアンケートした結果、投票に行かなかった理由で最も多いのは
　「住民票を移していなかったから」

大学生が投票に
行かなかった理由で
最も多かったのは、
住民票を移していな
かったこと。
　（意識＜環境）
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中央大学の学生サークル「Vote at Chuo!!」で行った中央大学の学生1,013名を対象にしたアンケート結果より
対象者:中央大学学生　調査期間:2016/7/11(月)~7/29(金)　有効回答数:1013）
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https://drive.google.com/file/d/0By0MWXOEbN69S2c1bTdfWVNzRFE/view?usp=sharing&resourcekey=0-KA5b4tjn9MAWer-xvfzCjg


自己紹介
期日前投票所設置に向けて動いた結果
→特に上京したばかりの19～22歳の大学生は「不在者投票」利用者が多いが、
　その方法がよくわかっていない・請求手続きの煩雑さで過半数が投票をあきらめてしまう
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中央大学の学生サークル「Vote at Chuo!!」で行った中央大学の学生1,013名を対象にしたアンケート結果より
対象者:中央大学学生　調査期間:2016/7/11(月)~7/29(金)　有効回答数:1013）

選挙時、住民票を
移していなかった
学生のうち、
64％が投票を棄権。

不在者投票の利用は
わずか16％のみ。
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https://drive.google.com/file/d/0By0MWXOEbN69S2c1bTdfWVNzRFE/view?usp=sharing&resourcekey=0-KA5b4tjn9MAWer-xvfzCjg


自己紹介
2016年7月の参議院選挙では、大学内で「初めての投票」をサポートするブースを設置
→6日間で250名以上の学生が来場。
　投票には行きたいが、投票方法や誰に入れたらいいか悩んでいる学生が多いことを実感。
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自己紹介選挙期間以外でも、積極的に「同世代に選挙について考えてもらう機会」を作りました
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立ち上げから8年たった今も、中央大学での活動は引き継がれています
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自己紹介啓発活動だけでは、届けられる層が限定的になってしまうことに課題感を感じ始める。
主権者教育プログラムを開発し、大学生を派遣して各地の学校で出張授業を実施。
→「学校における主権者教育」の可能性を感じるように
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学生としての働きかけ（Vote at Chuo!!の活動）を通じて見えたこと

● 選挙権年齢引き下げによって社会的な機運が高まったとしても、それだけで

は若年層の投票への関心・投票行動には繋がらない。普段から若者目線で選

挙への関心を高める工夫・考える機会が必要不可欠。大学等へのアウトリー

チなども効果的。

● 地元から離れた18～22歳の学生は、住民票を移していない割合が高い。不在

者投票制度を知らない・手続きの煩雑さで投票を棄権するケースが6割以上

を占める。特に初めて投票する19歳世代に対しては、手厚い支援が必要。

● 啓発活動だけでは、届けられる層が限定的になる。日常的な主権者教育に

よって、より幅広い若者へ届けることができ全体のボトムアップに繋がる
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┃3.選挙管理委員としての働きかけ
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2023年12月～足立区議会で選出され、足立区選挙管理委員に。20代の選管委員は区として初。
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足立区の投票率の状況

https://www.nhk.or.jp/shutoken/articles/101/014/02/ 29



足立区の投票率の状況

https://www.tokyo-np.co.jp/article/363061
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足立区の投票率の状況

あだち選挙四季  令和３年１２月２３日
https://www.city.adachi.tokyo.jp/documents/4227/senkyoshiki172.pdf
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特色ある取り組み①　主権者教育推進員の採用

■「主権者教育推進員」の採用

https://www3.nhk.or.jp/shutoken-news/20241023/1000110284.html

● 令和6年度より、足立区選挙管理委員会事務局では

「主権者教育推進員」を会計年度任用職員として採

用。週あたり24時間（6時間×4日）、選管事務局と

して勤務。

● 主権者教育授業のプログラム開発や企画実施の他、

学校との連絡窓口等を担う。

● 主権者教育を専門に行う職員がいることで、選挙期

間の前後でもスムーズに学校との連携・授業実施が

可能に。

● 元社会科教員としての専門性・ネットワークも活用 32



特色ある取り組み①　主権者教育推進員の採用

 主権者教育推進員 
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■大学生との連携
特色ある取り組み②　大学生との連携

● 中学校・高等学校からの主権者教育ニーズを高める

ため、大学生と連携したプログラムも積極的に実施

● 大学生が中心になり主権者教育授業を企画・実施

し、選管は実施をサポート。

● 「大学生と話せる機会が欲しい」という学校からの

要望もあり、主権者教育×キャリア教育の機会にも

なっている。

● 中高生と年齢が近い大学生が講話するほうが、職員

が話すよりも内容が伝わりやすい（選管職員より）

● ゼミ活動への協力、インターンの受け入れ、大学の

学園祭でブース出店するなど、連携の幅を広げる。 https://www.instagram.com/vote.at.chuo/?hl=ja
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特色ある取り組み②　大学生との連携
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特色ある取り組み②　大学生との連携

（参考）各所の調査では、大卒者の割合と投票率は強い相関があることがわかっている

　→「大学／大学生への関心を持つこと」は、投票率向上の糸口になりうる

「足立区投票における諸課題解決に向けた基本方針について」https://www.city.adachi.tokyo.jp/documents/60626/kihonhoushin.pdf
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特色ある取り組み②　大学生との連携

（参考）各所の調査では、大卒者の割合と投票率は強い相関があることがわかっている

　→「大学／大学生への関心を持つこと」は、投票率向上の糸口になりうる

「足立区投票における諸課題解決に向けた基本方針について」https://www.city.adachi.tokyo.jp/documents/60626/kihonhoushin.pdf
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特色ある取り組み③　「広域配置型」の期日前投票所の設置

「足立区投票における諸課題解決に向けた基本方針について」https://www.city.adachi.tokyo.jp/documents/60626/kihonhoushin.pdf

■「広域配置型」の期日前投票所の設置
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選管委員として、足立区で提案していること

● 高校・大学内期日前投票所の設置

┗高校生・大学生が投票所を身近に感じ、足を運ぶ機会に。

● 10代・20代にリーチするSNSの開設

┗X（旧Twitter）・Youtubeのページは存在するものの、10代・20代が多く利用

するSNSはInstagramやTikTokが主流。タイムラインに積極的にプッシュ広告な

どを流すことでリーチ層を広げる。

● より一層の主権者教育の推進

┗実施校数・対象生徒数を広げるとともに、定性的な目標（何年後にどのよう

な状態を目指すか）を置く。教育委員会との連携の促進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など・・・39



足立区でも、場所によって投票率に大きな差がある（色付けは選管作成）
→特に低投票率のエリアへのアプローチを検討する必要がある
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選挙管理委員としての働きかけを通じて見えたこと

● 行政として、より多くの有権者に対して働きかけることができるためインパ

クトは大きい（10月14日時点での足立区の有権者：57万3,255人）

● ただし、ひとつの施策を打てば、すぐに効果（≒投票率向上）が出るわけで

はないという難しさも存在する。また選挙執行という「失敗が許されない」

領域だからこそ、新しいチャレンジをしにくいという構造的な課題も

● 投票率が低い要因についても、様々な観点（例：大卒者割合・経済状況・地

域性など）から、多角的に分析する必要がある。

● 投票環境の利便性向上、魅力的な選挙啓発、主権者教育など、さまざまな施

策を組み合わせて働きかけをする必要がある。
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